
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中期計画 新旧対照表 

・変更部分は赤字で下線。 

中 期 計 画 （変 更 後） 中 期 計 画（変 更 前） 

I. 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためにとるべき措置 

 

１．宇宙安全保障の確保 

 

（２）衛星リモートセンシング 

 

我が国の安全保障体制の強化のため、衛星リモートセンシングの利

活用に係る政府の検討を支援するとともに、その検討結果を踏まえ、リ

モートセンシング衛星の開発等を行う。 

 具体的には、データ中継技術衛星（DRTS）、陸域観測技術衛星２号

（ALOS-2）、超低高度衛星技術試験機（SLATS）、先進光学衛星に係

る研究開発・運用を行うとともに、先進レーダ衛星、先進光学衛星の後

継機をはじめとする今後必要となる衛星のための要素技術の研究開

発等を行い、また、安全保障・防災に資する静止地球観測ミッション、

森林火災検知用小型赤外カメラ等の将来の衛星・観測センサに係る研

究を行う。これらのうち、陸域観測技術衛星２号（ALOS-2：Lバンド合成

開口レーダによる防災、災害対策、国土管理・海洋観測等への貢献を

目指す。）については、打ち上げを行う。 

また、各種の人工衛星を試験的に活用する等により、海洋状況把握

（MDA）への宇宙技術の活用について、航空機や船舶、地上インフラ等

との組み合わせや米国との連携等を含む総合的な観点から政府が行

う検討を支援する。 

衛星データの配布に当たっては、政府における画像データの取扱い

に関するデータポリシーの検討を踏まえ、データ配布方針を適切に設
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定する。 

我が国の宇宙インフラの抗たん性・即応性の観点から、特定領域の

頻繁な観測が可能な即応型の小型衛星等について、政府が行うその

運用上のニーズや運用構想等に関する調査研究を支援する。 

なお、平成 27 年度補正予算（第 1 号）により追加的に措置された交

付金については、喫緊の課題への対応として衛星による公共の安全

確保の一層の推進のために措置されたことを認識し、先進光学衛星及

び光データ中継衛星の開発に充てるものとする。 

また、平成 28 年度補正予算（第 2 号）により追加的に措置された交

付金については、未来への投資を実現する経済対策の一環として、21

世紀型のインフラ整備の推進のために措置されたことを認識し、光デ

ータ中継衛星及び先進レーダ衛星の開発に充てるものとする。 

 

 

（４）宇宙輸送システム 

 

宇宙輸送システムは、我が国が必要とする時に、必要な人工衛星等

を、独自に宇宙空間に打ち上げるために不可欠な手段であり、我が国

の基幹ロケットであるＨ－ⅡＡロケット、Ｈ－ⅡＢロケット及びイプシロン

ロケットの維持・運用並びに「新型基幹ロケット」の開発をはじめとして、

今後とも自立的な宇宙輸送能力を保持していく。具体的には、以下に

取り組む。 

なお、平成 26 年度補正予算（第 1 号）により追加的に措置された交

付金については、 

地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策の一環として災害・危機

等への対応のために措置されたことを認識し、ロケットの信頼性向上

に必要な技術開発に充てるものとする。 
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の開発及びロケットの信頼性向上に必要な技術開発に充てるものとす

る。 

また、平成 28 年度補正予算（第 2 号）により追加的に措置された交

付金については、未来への投資を実現する経済対策の一環として、21

世紀型のインフラ整備の推進のために措置されたことを認識し、新型

基幹ロケットの開発に充てるものとする。 

 

 

２．民生分野における宇宙利用の推進 

 

（２）衛星リモートセンシング 

 

①防災等に資する衛星の研究開発等 

 

我が国の防災及び災害対策の強化、国土管理・海洋観測、リモート

センシング衛星データの利用促進、我が国宇宙システムの海外展開に

よる宇宙産業基盤の維持・向上、ASEAN 諸国等の災害対応能力の向

上と相手国の人材育成や課題解決等の国際協力のため、衛星リモー

トセンシングの利活用に係る政府の検討を支援するとともに、その検

討結果を踏まえ、リモートセンシング衛星の開発を行う。 

その際、データの継続的提供により産業界の投資の「予見可能性」

を向上させ、また関連技術基盤を維持・強化する観点から、切れ目なく

衛星を整備することに留意し、我が国の技術的強みを生かした先進光

学衛星及び先進レーダ衛星の開発等を行う。 

具体的には、データ中継技術衛星（DRTS）、陸域観測技術衛星２号

（ALOS-2）、超低高度衛星技術試験機（SLATS）、先進光学衛星に係

る研究開発・運用を行うとともに、先進レーダ衛星、先進光学衛星の後

継機をはじめとする今後必要となる衛星のための要素技術の研究開

発等を行い、また、安全保障・防災に資する静止地球観測ミッション、

森林火災検知用小型赤外カメラ等の将来の衛星・観測センサに係る研
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究を行う。これらのうち、陸域観測技術衛星２号（ALOS-2：Lバンド合成

開口レーダによる防災、災害対策、国土管理・海洋観測等への貢献を

目指す。）については、打ち上げを行う。【再掲】 

上記の衛星及びこれまでに運用した衛星により得られたデータにつ

いては、国内外の防災機関等のユーザへ提供する等その有効活用を

図る。また、衛星データの利用拡大について、官民連携への取組みと

衛星運用とを統合的に行うことにより効率化を図るとともに、衛星デー

タ利用技術の研究開発や実証を行う。 

さらに、これらの衛星運用やデータ提供等を通じて、センチネルアジ

ア、国際災害チャータ等に貢献する。 

なお、平成 27 年度補正予算（第 1 号）により追加的に措置された交

付金については、喫緊の課題への対応として衛星による公共の安全

確保の一層の推進のために措置されたことを認識し、先進光学衛星及

び光データ中継衛星の開発に充てるものとする。【再掲】 

また、平成 28 年度補正予算（第 2 号）により追加的に措置された交

付金については、未来への投資を実現する経済対策の一環として、21

世紀型のインフラ整備の推進のために措置されたことを認識し、光デ

ータ中継衛星及び先進レーダ衛星の開発に充てるものとする。【再掲】 

 

 

 

（３）衛星通信・衛星放送 

 

将来の情報通信技術の動向やニーズを見据えた技術試験衛星の

在り方について、我が国の宇宙産業の国際競争力の強化等の観点か

ら政府が行う検討を支援し、検討結果を踏まえて必要な措置を講じる。 

また、大容量データ伝送かつ即時性の確保に資する光衛星通信技

術の研究開発を行う。特に、抗たん性が高く、今後のリモートセンシン

グデータ量の増大及び周波数の枯渇に対応する光データ中継衛星に

ついて開発を行う。【再掲】 

究を行う。これらのうち、陸域観測技術衛星２号（ALOS-2：Lバンド合成

開口レーダによる防災、災害対策、国土管理・海洋観測等への貢献を

目指す。）については、打ち上げを行う。【再掲】 

上記の衛星及びこれまでに運用した衛星により得られたデータにつ

いては、国内外の防災機関等のユーザへ提供する等その有効活用を

図る。また、衛星データの利用拡大について、官民連携への取組みと

衛星運用とを統合的に行うことにより効率化を図るとともに、衛星デー

タ利用技術の研究開発や実証を行う。 

さらに、これらの衛星運用やデータ提供等を通じて、センチネルアジ

ア、国際災害チャータ等に貢献する。 

なお、平成 27 年度補正予算（第 1 号）により追加的に措置された交

付金については、喫緊の課題への対応として衛星による公共の安全

確保の一層の推進のために措置されたことを認識し、先進光学衛星及

び光データ中継衛星の開発に充てるものとする。【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

（３）衛星通信・衛星放送 

 

将来の情報通信技術の動向やニーズを見据えた技術試験衛星の

在り方について、我が国の宇宙産業の国際競争力の強化等の観点か

ら政府が行う検討を支援し、検討結果を踏まえて必要な措置を講じる。 

また、大容量データ伝送かつ即時性の確保に資する光衛星通信技

術の研究開発を行う。特に、抗たん性が高く、今後のリモートセンシン

グデータ量の増大及び周波数の枯渇に対応する光データ中継衛星に

ついて開発を行う。【再掲】 



東日本大震災を踏まえ、災害時等における通信のより確実な確保

に留意しつつ、通信技術の向上及び我が国宇宙産業の国際競争力向

上を図るため、通信・放送衛星の大型化の動向等を踏まえて大電力の

静止衛星バス技術といった将来の利用ニーズを見据えた要素技術の

研究開発、実証等を行う。また、 

 

（ａ）技術試験衛星Ⅷ型（ETS-Ⅷ） 

（ｂ）超高速インターネット衛星（WINDS） 

 

の運用を行う。それらの衛星を活用し、ユーザと連携して防災分野を中

心とした利用技術の実証実験等を行うとともに、超高速インターネット

衛星（WINDS）については民間と連携して新たな利用を開拓することに

より、将来の利用ニーズの把握に努める。また、技術試験衛星Ⅷ型

（ETS-Ⅷ）については、設計寿命期間における衛星バスの特性評価を

行い、将来の衛星開発に資する知見を蓄積する。 

また、平成 28 年度補正予算（第 2 号）により追加的に措置された交

付金については、未来への投資を実現する経済対策の一環として、21

世紀型のインフラ整備の推進のために措置されたことを認識し、次期

技術試験衛星の開発に充てるものとする。 
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今後とも自立的な宇宙輸送能力を保持していく。具体的には、以下に

取り組む。【再掲】 
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を、独自に宇宙空間に打ち上げるために不可欠な手段であり、我が国

の基幹ロケットであるＨ－ⅡＡロケット、Ｈ－ⅡＢロケット及びイプシロン

ロケットの維持・運用並びに「新型基幹ロケット」の開発をはじめとして、

今後とも自立的な宇宙輸送能力を保持していく。具体的には、以下に

取り組む。【再掲】 



なお、平成 26 年度補正予算（第 1 号）により追加的に措置された交

付金については、地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策の一環

として災害・危機等への対応のために措置されたことを認識し、ロケッ

トの信頼性向上に必要な技術開発に充てるものとする。【再掲】 

また、平成 27年度補正予算（第 1号）により追加的に措置された交付

金については、喫緊の課題への対応として衛星による公共の安全確

保の一層の推進のために措置されたことを認識し、新型基幹ロケット

の開発及びロケットの信頼性向上に必要な技術開発に充てるものとす

る。【再掲】 

また、平成 28年度補正予算（第 2号）により追加的に措置された交付

金については、未来への投資を実現する経済対策の一環として、21 世

紀型のインフラ整備の推進のために措置されたことを認識し、新型基

幹ロケットの開発に充てるものとする。【再掲】 

 

 

 

Ⅲ．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

固定的経費の節減等による予算の効率的な執行、競争的資金や受

託収入等の自己収入の増加等に努め、より適切な財務内容の実現を

図る。なお、自己収入の増加に向けて、先端的な研究開発成果の活用

等について幅広く検討を行う。 

また、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交付金債

務残高の発生状況にも留意する。 

 

平成 25 年度～平成 29 年度予算 

（単位：百万円） 

なお、平成 26 年度補正予算（第 1 号）により追加的に措置された交

付金については、地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策の一環

として災害・危機等への対応のために措置されたことを認識し、ロケッ

トの信頼性向上に必要な技術開発に充てるものとする。【再掲】 

また、平成 27 年度補正予算（第 1 号）により追加的に措置された交

付金については、喫緊の課題への対応として衛星による公共の安全

確保の一層の推進のために措置されたことを認識し、新型基幹ロケッ

トの開発及びロケットの信頼性向上に必要な技術開発に充てるものと

する。【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

固定的経費の節減等による予算の効率的な執行、競争的資金や受

託収入等の自己収入の増加等に努め、より適切な財務内容の実現を

図る。なお、自己収入の増加に向けて、先端的な研究開発成果の活用

等について幅広く検討を行う。 

また、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交付金債

務残高の発生状況にも留意する。 

 

平成 25 年度～平成 29 年度予算 

（単位：百万円） 

 



区別 金額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

国際宇宙ステーション開発費補助金 

地球観測システム研究開発費補助金 

受託収入 

その他の収入 

 

計 

 

５７０，５１６ 

１０，８７２ 

１６９，３１７ 

８３，３４５ 

７，５００ 

５，０００ 

 

８４６，５５０ 

支出 

一般管理費 

（公租公課を除く一般管理費） 

うち、人件費（管理系） 

物件費 

公租公課 

 

３２，１９６ 

２７，７７５ 

１７，５２９ 

１０，２４７ 

４，４２０ 

区別 金額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

国際宇宙ステーション開発費補助金 

地球観測システム研究開発費補助金 

受託収入 

その他の収入 

 

計 

 

５７０，５１６ 

１０，８７２ 

１６９，３１７ 

８３，３４５ 

７，５００ 

５，０００ 

 

８４６，５５０ 

支出 

一般管理費 

（公租公課を除く一般管理費） 

うち、人件費（管理系） 

物件費 

公租公課 

 

３２，１９６ 

２７，７７５ 

１７，５２９ 

１０，２４７ 

４，４２０ 



事業費 

うち、人件費（事業系） 

物件費 

施設整備費補助金経費 

国際宇宙ステーション開発費補助金経費 

地球観測システム研究開発費補助金経費 

受託経費 

 

計 

５４３，３２１ 

６３，７８９ 

４７９，５３２ 

１０，８７２ 

１６９，３１７ 

８３，３４５ 

７，５００ 

 

８４６，５５０ 

 

[注 1]～[注 4] （略） 

[注 5] 運営費交付金収入及び事業費には、平成 26年度補正予算（第

1号）により措置された地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策

の一環として災害・危機等への対応のためのロケットの信頼性向

上に必要な技術開発に係る事業費、平成 27年度補正予算（第 1号）

により措置された喫緊の課題への対応として衛星による公共の安

全確保の一層の推進のための新型基幹ロケットの開発等に係る事

業費 及び平成 28年度補正予算（第 2号）により措置された未来へ

の投資を実現する経済対策の一環として 21世紀型のインフラ整備

の推進のための新型基幹ロケットの開発等に係る事業費 が含まれ

ている。 

事業費 

うち、人件費（事業系） 

物件費 

施設整備費補助金経費 

国際宇宙ステーション開発費補助金経費 

地球観測システム研究開発費補助金経費 

受託経費 

 

計 

５４３，３２１ 

６３，７８９ 

４７９，５３２ 

１０，８７２ 

１６９，３１７ 

８３，３４５ 

７，５００ 

 

８４６，５５０ 

 

[注 1]～[注 4] （略） 

[注 5] 運営費交付金収入及び事業費には、平成 26 年度補正予算（第

1 号）により措置された地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策の

一環として災害・危機等への対応のためのロケットの信頼性向上に必

要な技術開発に係る事業費及び平成 27 年度補正予算（第 1 号）によ

り措置された喫緊の課題への対応として衛星による公共の安全確保

の一層の推進のための新型基幹ロケットの開発等に係る事業費が含

まれている。 

 

 


